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[２] 提案書が、環境省による審査の結果、
合格していること。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、上記各要件を満たす者であって、落
札者となるべき者以外で最も数値が高い者を
落札者とすることがある。
 当該工事に直接関連する他の工事の契約を
当該工事の契約の相手方との随意契約により
締結する予定の有無 有（随意契約により締
結する予定の工事概要は、土壌貯蔵施設の拡
張及びそれに伴う輸送、受入・分別処理、埋
立等要求水準書に示す一連の工事を予定。）
また、随意契約により締結する予定の当該
工事に直接関連する他の工事の契約において
は、当該工事において認められた技術提案を
引き続き実施するものとする。
 その他 詳細は、入札説明書による。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 環境省における平成27・28年度「土木工事」
に係るＡ等級の一般競争参加資格の認定を受
けていること。ただし、平成29・30年度の「土
木工事」に係るＡ等級の一般競争参加資格の
認定を引き続き取得すること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、環境省大臣官房会計課長
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（前項
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

入札金額については、業務に要する一切の
費用を含めた額とする。落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の８
パーセントに相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数がある時は、その端
数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を記載した入札書を提出しなけれ
ばならない。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（以下「主任技術者等」という。）を
当該工事に専任で配置できること（特定建設
工事共同企業体にあっては、全ての構成員が
主任技術者等を本工事に専任で配置できるこ
ととし、構成員のうちいずれかの者の主任技
術者等が次に掲げる基準を満たすこと。）。
なお、本公告において申請できる技術者は
１名とする（上記１で記載した２件以上の
工事に参加を希望する場合でも申請できる技
術者は１名のみとし、２名以上申請した場合
は、失格とする。）
[１] 主任技術者にあっては、１級土木施工
管理技士又はこれと同等以上の資格を有
する者であること。なお、「これと同等以
上の資格を有する者」とは、次の者をい
う。
 １級建設機械施工技士の資格を有す
る者

 技術士（建設部門、農業部門（選択
科目を「農業土木」とする者に限る。）、
森林部門（選択科目を「森林土木」と
する者に限る。）又は水産部門（選択科
目を「水産土木」とする者に限る。）又
は総合技術監理部門（選択科目を「建
設部門」とする者、若しくは「農業土
木」、「森林土木」又は「水産土木」と
する者に限る。））の資格を有する者

[２] 配置予定の主任技術者等が、入札参加
者と直接的かつ恒常的な雇用関係（入札
の締切日以前に３ヶ月以上の雇用関係が
あることをいう。）にあること。

[３] 監理技術者にあっては、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。

 申請書の提出期限の日から開札の日までの
期間が、環境省から「工事請負契約等に係る
指名停止等措置要領について（平成13年１月
６日環境会第９号）」に基づく指名停止を受け
ている期間中でないこと。
 本入札公告に記載の３件の工事に参加を希
望する場合でも、技術提案は各工事に共通の
ものとし、工事ごとに異なる技術提案をした
場合は失格とする。
 その他、詳細は入札説明書による。
３ 入札者の義務
この入札に参加を希望する者は、環境省が交
付する入札説明書に基づいて申請書及び確認資
料を作成し、期限までに提出しなければならな
い。また、開札日の前日までの間において契約
担当官等から当該資料に関して説明を求められ
た場合は、これに応じなければならない。
なお、提出された申請書及び確認資料は、環
境省において入札説明書に定める評価に関する
基準に基づき審査するものとし、審査の結果、
合格した提案書に係る入札書のみを落札決定の
対象とする。提案書の合否については、平成29
年４月５日までに連絡するものとする。
４ 契約条項を示す場所等
 契約条項を示す場所
〒9608031 福島県福島市栄町1125ＡＸ
Ｃビル６階 東北地方環境事務所福島環境再
生事務所経理課用地契約係
 入札説明書の交付期間等 平成29年２月28
日から平成29年４月20日まで。
入札説明書は、東北地方環境事務所福島環
境再生事務所ホームページから入手するこ
と。

 契約条項に関する問い合わせ先 東北地方
環境事務所福島環境再生事務所経理課用地契
約係 電話0245737386

５ 提案書の提出期限等及び競争執行の場所等
 申請書及び確認資料の提出について
期限 平成29年３月22日12時00分まで
場所 〒9608031 福島県福島市栄町1125
ＡＸＣビル６階
東北地方環境事務所福島環境再生事務所
経理課用地契約係

方法 入札説明書による。
本入札公告の３件の工事に参加希望する場
合の申請書は、希望する工事ごとに提出する
こと。さらに確認資料は、参加を希望するい
ずれか１件の工事にまとめて添付すればよい
が、確認資料を添付しない他の工事には、入
札説明書で示す様式を確認資料に換えて添付
すること。（詳細は入札説明書による。）

６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金 免除（ただし、入札保証保険
証券を開札時までに、４に示す場所まで持
参又は郵送（配達記録が残るものに限る。）に
より提出することとする。この場合の保証金
額は、入札金額（入札価格に消費税及び地方
消費税相当額を加えたものをいう。）の100分
の５以上とする。）

契約保証金 免除（ただし、金融機関若し
くは保証事業会社の保証証券を提出するもの
とする。この場合の保証金額は、請負代金額
の10分の３以上とする。）
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した者の提出し
た入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 次の各要件に該当する
者のうち、入札説明書に定める総合評価の方
法によって得られた数値の最も高い者を落札
者とする。
[１] 入札価格が、予算決算及び会計令第79
条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内であること。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kentaro Doi, Fukushima

Office Director for Environmental Restora‑

tion, Tohoku Regional Environmental Of‑

fice, Ministry of the Environment.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 78

 入札書の提出及び開札について
[１] 入札書の提出
 平成29年度中間貯蔵施設（大熊２工
区）土壌貯蔵施設等工事
日時 平成29年４月20日14時00分
 平成29年度中間貯蔵施設（大熊１工
区）土壌貯蔵施設等工事
日時 平成29年４月20日14時00分
 平成29年度中間貯蔵施設（双葉１工
区）土壌貯蔵施設等工事
日時 平成29年４月20日14時00分

[２] 開札
 平成29年度中間貯蔵（大熊２工区）
中間貯蔵施設等工事
日時 平成29年４月21日10時00分
 平成29年度中間貯蔵（大熊１工区）
中間貯蔵施設等工事
日時 平成29年４月21日11時00分
 平成29年度中間貯蔵（双葉１工区）
中間貯蔵施設等工事
日時 平成29年４月21日13時00分
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